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はじめに１． 

近年，開発途上国においても地図情報のデジタル化が

進められている．フィリピンのメトロマニラでは，地形

図のペクターデータ化が国の機関によって進められてお

り，CADやGIS（地理情報システム）によって利用する

ことができる．また，自治体や大学等の研究機関におい
ても，様々なGISデータの構築が進められていることが

明らかになった．これらのデータは，現在別々の機関で

別々に保有されているが，これらを統合して利用すれば，

例えば地震被害想定などの計算処理に利用することが可

能であり，その有効性は非常に高い．

著者らは，当地域において地震被害軽減プロジェクト

『アジア・太平洋地域に適した地震津波災害軽減技術の

開発とその体系化』の一環として被害軽減計画作成プロ

ジェクトを実施した際に，それらのベクターデータおよ

び高解像度衛星画像を入手し，GISで利用できるように

処理を施した後，簡便な地震被害想定を実施した．

データを入手した地域は，メトロマニラの北東部に位

置し，ベッドタウンとして発展しているマリキナ市を含

む地域であるある調査報告書】)によると，マリキナ市
内の建物の約97％が住宅であり(1)，そのほとんどが３階

建て以下である．一方，高解像度衛星画像を見ると住宅

の規模，密集度は地域によって大きく異なることが確認

できる．図ｌに当地域の衛星画像の一部を示す．この図

から，狭小住宅が密集して立地する地域と比較的規模の

大きな住宅が比較的余裕をもって立地する地域が明確に
分かれていることがわかる．

マリキナ川沿いに分布する不法占拠居住者のための丙

図１マリキナ市内の住宅規模の違い

定住地では，１区画20～30㎡という狭小住宅が密集して

おり，それらの地域の大半の住宅は品質の低い材料を自

前で組み立てて作られており，地震に対して極めて脆弱

であるとの報告があるz)．一方，それ以外の地域の住宅
は，建築面積が比較的広く，材質や工法の品質も比較的
高いため，耐震性も相対的に高いと考えられる．

これらの住宅地は現況土地利用図によって，地域が区

分されている．この土地利用区分ごとに建築面積の分布

が異なることが示すことができれば，建築面積の分布に
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よって建物の耐震性能の地域による違いを把握できる．

本研究で入手したペクターデータのうち建物形状を示す

ポリゴンデータは，GISで処理することによって，地域

の建物棟数や建築面積を算出することができる．

本研究では，この結果得られる土地利用別の建物棟数
密度や建築面積に関する統計値は，次の用途で用いる．

1）建物ポリゴンデータが欠落している地域での建物棟
数を推定するため‐土地利用別の平均棟数密度を用
いる

2）建物の耐震`性能を分類するため‐土地利用と建築面
積による基準を設ける

用途1)の必要性は，①航空写真判読が不可能なほど建
物が密集した地域では，その地域全体が－つのポリゴン
として取得されていたこと，②対象地域の北西部分の図

幅では，地形図のデジタイズが編集途中であったことが

挙げられる．

用途幻の必要性は，①建物の耐震性能の分布を知るこ
とが現実的に困難な場合，何らかの基準を設けて簡便に

処理を行う必要があること，②本研究の対象地域では，
脆弱,性が明らかに異なる建物が土地利用区分によって明

確に分かれて立地していることが挙げられる．

図２に本研究の流れを示す．内容は大きく，『建物に

関する地域特性の把握』と『地震被害想定への適用事

例』に分かれる．これらの内容は，従来別々のテーマと

して扱われることが多かったが，上記の各用途の必要性

から，これらを総合的に処理することが合理的であると

判断された．

本論文は，１)フィリピンにて実際に入手したデジタル
データをGISで利用できるように処理し，２)土地利用別
に棟数密度・建築面積を把握し，建物データの欠落があ

る地域にてデータを補い，３)建物の耐震性能を評価する
ために土地利用と建築面積で基準を設定して建物を分類

し，４)各分類の建物の脆弱,性を決めて，地震被害想定を
実施した事例を報告するものである．

以上のデータ分析にはGISが多く用いられた．このGIS

での分析を実施するための準備として，収集された各種

GISデータが同一座標系で重なるように，処理を行う必

要があった．その処理の内容を２章で述べる．

必
ず
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図２本研究の流れ

蕊
(a)ベクターデータ (b)lKONOS画像

図３位置合わせ処理済みベクターデータと

lKONOS衛星画像の例

２．ＧＩＳデータの処理

(1)入手したデジタルデータ

マニラ首都圏では，ベクター形式やラスター形式（画

像）のデジタルデータがいくつか存在することが確認さ

れた．以下に本研究で入手した主なデータについて説明

する．

a）建物ポリゴン

フィリピンの地図作成機関であるNationalMappingand

ResourcelnfbrmationAuthonty(NAMRIA)では，1995年か
ら1997年の間に撮影された航空写真に基づく地形図（縮

尺1:10000相当）のベクター化処理を進めている．マリキ

ナ市を含む図幅は４図幅あったが，このデータのうちマ

リキナ市の北西部を含む１図幅DnjlMANを除く３図幅

Marikina,ＳＳＳVillage,SANMATEOは，作業が完了してお
り，データを入手することができた．この地形図データ

から建物形状を示すレイヤを取り出した．図３(a)にその

一例を示す．このデータはCADによって編集されていた

が，地理座標系を有しており，GISでの利用が可能であ

ると判断された．

b）行政界・河川・ハザードマップ

フィリピン地震火山研究所（PHwOLCS）には，GISル

図４マリキナ市付近の地震ハザードマップ

（PGAデータ：PH1VOLCS提供）

－ムが設置されており，メトロマニラにおける主要な行

政界，河川，活断層位置などのベクターデータがGISに

て整備されていた．

また，地震ハザードマップとして，WestValleyFaultに
おいてマグニチュード7.0を想定した場合の最大地動加速

度(PGA)の予測図3)のデータ（メッシュ形式）が存在した．
このデータは，緯度経度を含んだテキストデータとして

入手できたので，フォーマット変換して200ｍメッシュの
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ポリゴンとしてGISに取り込んだ．図４にマリキナ市で
の地震ハザードマップ，行政界（パランガイ境界），河
川，道路，断層線を重ね合わせた分布図を示す．

c）土地利用データ

マリキナ市では，1960年代から土地利用図が編集され

ている．現在では地図のベクター化が進められており，

現況土地利用図と土地利用計画図を入手することができ

た．現況がいつの時点であるのか不明であったが，２００３

年の土地利用をよく反映していると判断した．図５にマ

リキナ市の現況土地利用図を示す．図６には，市内の各

土地利用の面積比率を示す．住宅地域に相当するものは，

ＲＥＳｍＥＮＴＩＡＬ，ＳＯＣＩＡＬＩＺＥＨｏｕｓＩＮＧｚＯＮＥ，uSED 

ZONE,AREAFoRPRIORITYDEVELOPMENrであり，

これらの合計面積は全体の約75％を占めている．

d）高解像度衛星画像（イメージデータ）

マリキナ市を含む地域にて，ⅨONOSの衛星画像を入

手した．これは2002年５月に撮影された解像度が1ｍの

画像であり，一部の密集住宅地域を除いて，建物形状を

ほぼ確認することができる．ファイルはGeoTrF形式で

あり，GISに取り込むと地理座標を自動的に取得するこ

とができた．図３(b)に衛星画像の一例を示す．（a)と(b)は
同一の範囲を示している．

この衛星画像の位置情報が正しいかどうか，マリキナ

市内の複数の小学校校門前にて，GPSによる座標値の取

得を行い，GIS上にて重ね合わせて比較した．GPSの座標

系は，IKONOSと同じくWGS84のZone5１（北半球）に設

定した．GIS上にて重ね合わせた結果，衛星画像の小学

校校門位置と取得したGPS座標地点は，高い精度で一致

することが確認された．その結果，この画像データは入

手した各種ベクターデータの位置確認用の背景画像とし

て利用し，ポリゴンデータはすべてこの画像に合うよう

に位置補正を行った．

この画像の撮影時期とNAMRIAの地形図ベクターデー

タの元となる航空写真の撮影時期の間には，約５年のタ

イムラグが生じている．この時間差によって，建物の新

築や取り壊しなどで両者に差異を生じる可能性がある．

しかし，これがGISデータ作成の不備によるものなのか

区別することが困難である．そこで，地震時の被害が大

きくなると予想される密集住宅地については，両者のデ

ータを目視で確認し，建物データの欠落があるか確認し

た．その他の地域は，基本的に現状のまま作業を進めた．

図５マリキナ市の現況土地利用図

■RESIOENT1AL｜ 

:::Iili鰯U愚'卿…｜

:|::Ｗ‘’ 

61$２，％ 

9％ 
囚ＵＳＥＤＺＯＮＥ

ｐＡＲＥＡＦＯＲＰＲＩＯＲ１ＴＹ 

1％ ４ ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴ 

画ＰＡｍ(_ＯＰＥＮ･SPACE-RECRE
ATlONAL 

＆CEMETERIER 

田CULTURALHERITAGE

□ＡＧｍＣＵＬＴＵＲＡＬ 

図６マリキナ市の土地利用の割合

れていたが，土地利用ごとにレイヤが分かれていたため，

これらを統合した．また，地理座標系が設定されていな

かったため，ｂ)で座標変換処理が完了した行政界レイヤ

に合うように，基準地点を２点設定して，アフィン変換

を行った．その結果，両者は比較的良く一致した．

。)IKONOS衛星画像は，自ら待つ座標値と投影法に従

った．座標系UTMZone51（北半球），投影法WGS84で

あったので，座標変換は行わずそのまま利用した．

(2)座標系と変換処理

前節に示したデータはいずれも入手機関が異なり，座

標系の設定もばらばらであったため，これらを同一の座

標系に登録する作業が生じた．まず，現在フィリピンで

利用されている座標系について調査を行った．ＮＡＭRIA

によると，PhilippineRefbrenceSystemofl9９２(PRS92)が
最新の座標系であり，WGS84からPRS92系への変換パラ

メータが公開されていた．その他，次に示すとおり，各

レイヤの座標系の情報を調べて，WGS84系のデータへ変

換する処理を行った．

ａ)建物ポリゴンは，ＮＡＭRIAにて作成されたデータで
あるので，まずPRS92からWGS84へのDatum変換を試み

た．その結果，GIS上でIKONOSとの間にずれを生じたた

め，平行移動によって位置の調整を行った．

ｂ)PmVOLCS提供のデータは，ＵＴＭ（ガウスークルー
ガー図法），zone51（北半球），Luzonl911datumを準備

して，データをGISへインポートし，その後WGS84へ

Datum変換を行った．その結果，IKONOSとの間に若干の

ずれがあったためⅢ平行移動によって調整した．

ｃ)土地利用図データは，GISにてポリゴン形式で編集さ

(3)建物ポリゴンの欠落とその推定

a）密集住宅地全体を囲むポリゴンの存在

GISに取り込まれた建物形状レイヤと高解像度衛星画

像を重ねて比較すると，密集住宅地の地域では，住宅地

全体を－つのポリゴンとして取得している場合があった．

この原因は，建物が密集しすぎているため各建物の輪郭

をとらえることができなかったための処理と考えられる．
そのようなポリゴンをそのまま利用すれば大規模な一

つの建物と間違えてしまう恐れがある．そこで，密集地

域で建物ポリゴンが集団で欠落している地域を目視にて

確認し，それらをレイヤから除外し，データ欠落地域と
した．

b）図幅が編集中の地域

市北西部の図幅は，データが編集中であったため，デ

ータを入手できず，その地域全体で建物ポリゴンが欠落

－３７‐ 



した．この地域は広大であり，かつその大部分は河川沿
いの密集住宅地であった．

c）欠落データの推定

データを補う方法の一つは，建物ひとつひとつを高解
像度衛星画像に基づいて手動でベクトル化することであ
るが，これは大変手間がかかる上に，建物が密集した地
域では，衛星画像から形状を判読することが困難な場合
もある．

そこで，現況土地利用図に基づき，同じ土地利用の地
域（密集住宅地）での平均的な建物棟数密度を適用して
建物棟数を推定することとした．建物棟数密度の計測に
ついては，３章にて述べるが，計測結果は表１に示すと
おりであった．表１と図６より，建物ポリゴンデータに

欠落のあった密集住宅地域において，建物棟数を推定し，

ハザードマップと同じ200ｍメッシュ形式で示した結果を

図８に示す．

なお，データが未整備の地域のうち市内において，建
物が密集せずに分布している地域がマリキナ川西岸で見
受けられたが，その地域では，目視にて建物棟数を追加
した．

境界

魁 潅蕊；マリキナⅡ’

図６建物ポリゴンデータの欠落がある密集住宅地
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二二'二撚 三i三|班２三i三|班２（１）住宅地に関する土地利用区分

図５に示すとおり，マリキナ市の現況土地利用図を
GISデータとして整備した．この現況土地利用図による

と，住宅地域に相当する凡例は次の４種類が確認された．
一般的な住宅地としてResidentialとUsedＺｏｎｅ（MixedUse
Zone）があり，その他，低所得者のために低い利子で住

宅の購入を支援する地域SocializeHousmgと，不法占拠居
住者のために優先的に住宅地の開発を行っている地域

AreafbrPnorityDevelopmentがある．
一般的な住宅地は後者にくらべて建築面積が広く，棟

数密度が低いことが，建物ポリゴンデータや衛星画像を
観察して確認できた．また，ResidentialとＵｓｅｄZoneに大

きな違いはみられなかったので，両者を併せたものを

『一般住宅地』とした．同様にSocializeHousingとArea

fbrPriorityDevelopmentにも大きな違いが見られなかった
ことから，両者を併せて『密集住宅地』とした．なお，

市南西部の一部の地域において，一般住宅地であるが明

らかに狭小住宅が密集した地域が確認されたので，この

地域の建物群を密集住宅へ変更した．

◆Priority 
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地域面積と建物棟数の関係図７

Ｌ 

(2)住宅地域の区分別の建物棟数と密度

GISデータのうち建物形状ポリゴンと土地利用データ

を重ね合わせて，地域面積と建物棟数の関係を調べた．

図７に(1)で示した二種類の住宅地域区分の地区面積とそ
の地区に建つ建物棟数を比較したグラフを示す．（a)一般

住宅地，（b)密集住宅地の比較結果を示しているプロッ
トの単位は，土地利用の領域が，幹線道路やパランガイ

境界でほぼ区切れると判断される地区をｌ単位としてい
る．原点をとおる回帰直線を計算した結果，回帰係数は

(a)で約21,（b)で約60であった．
土地利用別の平均棟数密度を調べた結果を表１に示す．

一般住宅地では約19棟／ha，密集住宅地では約64棟／ｈａ
であり，回帰係数と同様に両者は約３倍の差があった．

前章で述べたとおり，この平均棟数密度を用いて，密

集住宅地で建物ポリゴンの欠落があった地域で，建物棟

数を推定した．（図８）

図８欠落した密集住宅地域での建物棟数の推定結果

(3)建築面積の度数分布

一般住宅地と密集住宅地に含まれる建物ポリゴンの面
積の度数分布を図９に示す．縦軸は棟数を，横軸は建築

面積(m2)を示している．ポリゴン面積が建築面頓と一致
するかは，ポリゴン形状の正確さに依存するが，度数分

布全体の傾向は実際の建築面積の度数分布を反映してい

るものとみなして作業を進めた．
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両者の分布は広い範囲で重なっていることが確認でき

るが，分散分析を行った結果，危険率５％で有意な差が
あることが確認された．

図10には累積度数分布も示す．各住宅地での建築面積

の中央値を調べると，一般で100,密集で48であり，平
均値と標準偏差は，一般で1263（172）で，密集で64.2

（70）であった．中央値，平均値ともに一般住宅地の値
は密集住宅地の値の約２倍であることがわかった．

表１ 住宅地種類別の棟数密度

田湧田匹馬紹種麺

一般住宅地一河＝廊両一ｍ

密集住七地＝両

２DＯＯ 

Ｉ８００ 

Ｉ６００ 

ＭＤＯ 

１２００ 

爵'00.
ＢＯＯ 

＿’ 

IlMlM 
(4)住宅地の特性による建物脆弱性の分類基準

マリキナ市の住宅において，上記の土地利用の分類に

も示されているように，一般住宅地と密集住宅地では，

建物の規模すなわち建築面積が大きく異なることがわか

った．これは，規模が小さい住宅はその建設が比較的容

易であり，Non七ngineeredである可能性が高いとも考えら
れ，逆に規模が大きければそれだけ建設コストを要する

とともに，ある程度高い技術レベルが要求されると推測

される．また現地調査から，密集住宅地には材質や施工

の品質が比較的低く，地震に対する脆弱性が比較的高い

と思われる建物が多く分布していることが確認された．

上記の推測と現地調査結果に基づき，・平均的な建物と

脆弱性の高い建物を分類するための基準として，建築面

積を利用することは，情報が限られている場合の一つの

手段であると考えた．

本研究では，脆弱性の高い建物の割合は，密集住宅地

の中で規模が小さい側の半数に相当すると仮定した．そ

の基準となる建築面積は，前節の中央値を参考にして約

50㎡とした．その結果，脆弱性の高い住宅の分類基準を
次のように設定した．

・脆弱性の高い住宅：密集住居地域に建つ住宅のうち

建築面積が50,2未満の住宅

・標準的脆弱性の住宅：脆弱性の高い住宅以外の住宅

図10の一般住宅地と密集住宅地に存在する建物の建築

面積の累積度数分布より，密集住宅地において建築面積

が50,2未満となる建物の割合は，約55％である．この平
均的な値を用いて，マリキナ市における建物ポリゴンが

欠落している地域で，建物棟数の推定を行った．図11に

推定棟数を含んだ脆弱性の高い住宅の分布を示す．これ

らの建物棟数の合計は約6400棟であった．

市内の建物の大半は住宅であるが，市庁舎，工場，シ

ョッピングモールなどの大規模建物も見受けられた．本

研究では，市内の建物のほとんどを占める住宅建物を対

象とする．そこで，仮に「建築面積が500㎡以上の建物

は住宅の用途に使用されない」という条件を付けて，こ

の条件を満たす大規模建物を除外した．
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図９建物形状ポリゴンの面積の度数分布
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図１０建物形状ポリゴンの面積の累積度数分布（％）

鎚４．住宅建物の脆弱性の決定

地震被害想定を簡便に実施するために，GESI4)の手法

を採用した．この手法は，米国のコンサルタント会社で

あるGcoHazardslntemational（Ｇｍ）により開発されUnited

NationCentrcfbrRegionalDevelopment(UNCRD）によって
発展された地震被害想定手法であり，すでに20以上の世
界中の都市において，被害想定が実施されている．この

手法の特徴のひとつは，建物の地震に対する脆弱性を評

価するためのVulnerabilityCurve（脆弱性カーブ）を

BuildingType（建物の構造種別）とRatingValue（耐震`性
能値）から決定できることである．

構造種別は，およそ世界中に存在する建物を網羅した

９分類が用意され，耐震性能値は，設計，工法，材料な

どの項目を評価してＯから７の数値で示される．この評

図１１脆弱性の高い住宅の分布

価手法の詳細は別論文5)に譲るが，結果として得られる

脆弱性カーブは図12に示すとおり，ＡからIのいずれかに

決定される．このカーブの上下にばらつきをもたせるこ

とによって，各DamageStateの比率を計算することがで

きる．各DamageStateの範囲は，１：０－０３，２：0.3-0.7,
3：０７０．９，４：09-1.0と基準化されており，ばらつき

を正規分布（平均：カーブの値，標準偏差10）として，
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ＨＧＦＥＤ 
計算を行った．

ここで，マリキナ市の建物がいずれのカーブに相当す
るのかを決める必要がある．著者らは市内を調査した結

果，市内の標準的な建物はRC枠付ブロック造であり，階
数はほとんど３階以下であるということを確認した．
密集住宅地においてもRC枠付ブロック造あるいは鉄筋
補強ブロック造が主流であるが，材料や施工状態などの
品質は標準よりも低いと見受けられ，耐震性能は標準的

な建物よりもかなり劣ると考えられた．

密集住宅地には，鉄筋補強ブロック造の上部構造が木
造の建物も見受けられたが，施工品質が低く，標準的な

RC枠付ブロック造よりも耐震性能が劣ると考えられた．
一般と密集の各住宅地の建物群の平均的な脆弱性を評

価するために，市内の主要施設を個別に調査した結果可
を参考にした．主要施設には学校やパランガイホールな
どの公共施設のほかに，小規模店舗なども含まれている．

調査の結果得られた脆弱性カーブは，表２に示されるよ

うに，ＴｙｐｅＢ（低い）からTypeH（高い）まで幅があっ
た．一般的住宅は，パランガイホールの評価に近いと考

えられるので，ＴｙｐｅＤとした．密集住宅は，ＴｙｐｅＨの建
物群が最も近いと考えたが，その評価の際に用いた構造

Ｃ 
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図１２GES|の建物脆弱性カーブ4’
（PGAの単位は！ｇ=980cm/s2で基準化した値）

(DamagCS[ateは，１:None,sIightormodcrate,２:Extensive,3:Pamal

collapsc,4:CompletccoUapse） 

表２市内の重要施設の調査結果５１に基づく
脆弱性の分布

蓬UjlKi?iifi灘纂L篝三：
(1)建物被害による死者発生率

GESIで示されている死者数推定の手順では，建物の種

類別に被害程度に応じたBuUdmgLethalityRates（死者発
生率）を利用することが特徴である．都市に分布する建

物の種類ごと，被害程度ごとに死者発生率とその建物に

居住する人口を乗じ，全被害程度に対する死者数の合計

を算出する．都市に存在するすべての種類の建物に対し

て死者数を算出し，それらを合計すると，都市全体での

死者数が算出される．

この計算をメッシュ単位のデータに適用すると，死者

数が非常に小さな値として算出される場合があるため，
ここではパランガイ単位で集計を行った．死者数の計算

式を以下に示す．

表３GES|の建物種別，被害程度別の死者発生率4）

ＦⅡ十ｍ田IvBＰＢ旅ｌＢＩＣＣｏｍＩＤｔｎＣ

ｐＤ１ＨＯ１０Ｄ６ 

ＤＤ５ＨＤ５Ｄｈ５，，％ 

ロ２０％２０DP６２ｐｐＤｕＩ

ZLi＝Ｚ(Dri＊Lri鱗Ｐ） [1］ 

ここで，ｊ:damagestate(２extensive,３partialcollapse,４

completecoUapse),Ｌｉ:各damagestateに対する死者数,Ｄ尼：
各damagestateの被害全体に対する比率，LrI:各damage
stateの死者発生率,Ｐ:パランガイ人口である．
ＧESIの建物の種類別，被害程度別の死者発生率を表３

に示す．マリキナ市ではRC伜付ブロック造が大半を占め

るが，このうち脆弱性の高い住宅に対しては，Heavyand

nonauctilebuildingsの値を用いることとする．一方，一
般住宅に対しては，Lightandductnebuildingsの値を用い
る．これはNonEngineered住宅とEnginee"d住宅を区別す
る意味がある．

この死者発生率が妥当であるかを確認することは難し

いが，参考となる研究事例として，当地域における地震

被害軽減プロジェクトの一環として実施されたNon-

Enginee妃｡住宅の現地引き倒し実験において，人的被害
の危険性が計測されている７１計測の結果，ＲＣ伜付プロ

(a)一般住宅（b)脆弱I住の高い住宅

図１３バランガイ単位の建物種別人口の分布

ツク造建物の引き倒しで１階が倒壊した場合の１階の圧
死荷重の分布のうち，１０分以内圧死と判断される面積の

比率は計測エリア全体の約22％であった．この値は，一

回限りの実験結果であるが，仮にこれが平均的な結果で
あって建物群に適用でき，かつ居住者が建物内の任意の
場所に居る確率が同じであるならば，ＧESIの倒壊による

死者発生率と同じと考えることができる．そして，その

値はGESIの死者発生率のうちHeavyandnon社uctiIe

bundings,CompleteCollapseの値20％とほぼ一致している
ことが確認できる．
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図１４WestValleyFaultでのM7地震によるマリキナ市のバランガイ単位での死者数と建物被害の分布

ガイ単位での死者数を算出した．図14にその結果を示す．

円グラフは被害程度別の建物被害棟数とその比率を示し，

パランガイのハッチは死者数を示している．マリキナ市

全体では，約1,900人の死者を生じると推定された．同じ
時期に実施されたJICAの地震被害軽減プロジェクトの結

果によると，マリキナ市での建物倒壊による死者数は約

2,200～2,600人と推定されており(4)，本研究での推定結果
はおおむね妥当であると思われる．

以上の検討結果に基づき，まずメッシュ単位で一般住
宅と脆弱性の高い住宅別に死者発生率を算出した．この

値をパランガイ単位で集計し，バランガイ単位の建物種

別の人口に乗じることによって死者数を算出した．

(2)死者数の推定

バランガイ単位の建物種別人口の分布を図13に示す．

この値は，脆弱性の高い住宅棟数に住宅一棟当りの平均

人口を乗じることによって，この種類の住宅に居住する

人口を算出し，各パランガイの人口からこの人口を差し

引いた値を一般住宅に居住する人口に割り当てた．ここ

での住宅一棟当たりの平均的な人口は，統計資料に基づ
いて算出した結果８２人/棟であった(3)．この値が実際の居

住者数を反映しているかどうかの確認はとれていないが，

限られた統計資料に基づく人口の配分方法としては妥当

なものであると考える．

次に，これらの人口に死者発生率を乗じ，外出人口

（GESIでは一律25％）を除外することによって，パラン

６．まとめ

本研究では，マニラ首都圏のベッドタウンであるマリ

キナ市において，各種GISデータを重ねて利用できるよ

うに整備し，土地利用図，建物ポリゴンおよびハザード

マップを用いて，ＧESIの手法によって地震による死者数

の推定を行った．これらの一連の作業によって得られた

知見を以下に示す．
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補注

(1)マリキナ市の住宅棟数：JICAの鯛査黄料')によると住宅建

物の棟数は合計で52,030棟である．住宅の形態別内訳は，

Singlehouse（－戸建）41,370棟，Duplex（棟割り二戸建）

4,204棟，Multi-unitresidential（三戸以上共同住宅）６，４５３

棟である．マリキナ市の全建物棟数53’422棟に対する住宅棟数

の割合は，９７．４%である．

(2)密集住宅の耐震性評価：この住宅の耐霞性は，小型店舗併

用住宅が密集した,,UBBFleaMarket,，と呼ばれる地域の建物

の評価に近いと思われた．当初，このFleaMarket地域の建物

の構造は，鉄筋補強無しブロック造（URM：Un-Reinforced

Masonry）と考えられたが，その後の密集住宅地の現地調査にて，

建設途中の建物のブロックの補強に鉄筋が使われている場合が

あることが確認されたので，構造をReinforcedMasonryに改め，

耐震性能値（RatingValue）は７のままとして評価した結果，

脆弱性カーブはTypeＦとした．

(3)JICAの鯛査資料')による住宅棟数52,030棟とマリキナ市の

インターネットＨＰ（http:"www､ｍａ｢ikinagov・ph/）の人口情報
2002年の人口427,037人に基づき，住宅一棟あたりの人口を計

算すると，約8.2人/棟という結果を得ることができる．

(4)JICA報告書8)およびOYOインターナショナル株式会社瀬川

秀恭氏より提供された傭報に基づく値である．それによると，

マグニチュードを6.8と設定した場合の計算結果は2,200人，

７．２と設定した場合の結果は21600人であった．

(原稿受付２００４５．２１）

－４２‐ 


